
[都筑区] ３款２項１目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1 区庁舎管理費 262,432 256,614 253,334 248,669 9,098 7,945

3 区民利用施設管理費 596,133 589,780 451,214 444,861 144,919 144,919

計 858,565 846,394 704,548 693,530 154,017 152,864

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和７年度 令和６年度 増△減（７－６）
新
規
・
拡
充



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費
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予
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   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

区庁舎管理費

3 99 99

事業名称

歳出予算科目

区庁舎・区民利用施設管理費予算区分

262,432令和7年度 5,818 0 256,6140 0
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 0
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区庁舎等の維持管理を行います。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

実績

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

実績

・区庁舎等の適正な維持・管理を目的とします。
・法律等に基づいて施設の維持・管理に必要な清掃・点検等を行います。

事業目的

背景・課題

横浜市庁舎管理規則等根拠法令・方針決裁等

根拠・データ等

通年実施

事業スケジュール

平成6年事業開始年度

1
6年度7年度

区庁舎

細事業(事業内訳）

1 251,118 242,333 8,785 施設設備保守委託費等による増

区民活動支援センター
2 921 931 ▲10 通信運搬費の実績による減

土木事務所
3 7,393 7,070 323 公用車リース料増に伴う増

区庁舎修繕費
4 3,000 3,000 0

32総務課都筑区

一般会計

1



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 4年度

262,432 253,334 9,098

江口 昌克 土生 雅人 大塚 悠輔
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
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   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

区民利用施設管理費

3

事業名称

歳出予算科目

区庁舎・区民利用施設管理費予算区分

596,133令和7年度 6,353 0 589,7800 0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

451,214

144,919

0

 0 0

0

 0
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0
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区民利用施設の管理運営を行います。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

実績

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

実績

地域住民が身近な場所で文化、スポーツなどの事業を行い、地域社会の連携の強化を促進することを目的としています。
地区センター等については多様化する市民ニーズにより効果的、効率的に対応するため、公の施設の管理に民間のノウハウを活用しな
がら、市民サービスの向上と経費の節減を図る指定管理制度を導入しています。

事業目的

施設の老朽化が進み、必要な修繕が増えています。また、物価高騰や賃金上昇等により費用が増加しています。

背景・課題

横浜市公会堂条例等根拠法令・方針決裁等

各条例・要綱等に基づいて設置しています。

根拠・データ等

令和６年９月　開所予定（コミュニティハウス（条例型）　１館）
令和７年３月　開所予定（区民文化センター　１館）

事業スケジュール

平成6年度事業開始年度

1
6年度7年度

国際交流ラウンジ

細事業(事業内訳）

1 8,286 8,369 ▲83 事業手法の変更に伴う減

広場・遊び場
2 244 280 ▲36 子どもの遊び場１か所廃止による減

スポーツセンター
3 42,989 43,880 ▲891 ESCO事業サービス料による減

コミュニティハウス（学校施設活用型）
4 46,552 53,350 ▲6,798 勝田小学校コミュニティハウスの条例型への

移行による減

老人憩いの家
5 937 937 0

33地域振興課都筑区

一般会計
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細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 4年度

老人福祉センター

細事業(事業内訳）

6 114,420 110,823 3,597 指定管理料の増

ログハウス
7 9,836 9,443 393 指定管理料の増

スポーツ会館
8 16,766 16,936 ▲170 ESCO事業サービス料による減

地区センター
9 175,073 168,965 6,108 指定管理料の増

公会堂
10 33,939 36,731 ▲2,792 ESCO事業サービス料による減

区民利用施設小破修繕
11 3,540 1,500 2,040 実績に伴う増

区民文化センター
12 129,220 0 129,220 新規開館に伴う増

コミュニティハウス（条例型）
13 14,331 0 14,331 新規開館に伴う増

596,133 451,214 144,919

須藤 健一 深澤 遼 相澤 拓郎
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